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金山町の給与・定員管理等について  

１ 総括  
 (1) 人件費の状況（普通会計決算）  
 区 分   住民基本台帳人口  

     (２４年度末) 
  歳 出 額  
         Ａ  

 実質収支   人 件 費  
       Ｂ  

 人件費率  
  Ｂ／Ａ  

 (参考) 
23年度の人件費率  

 

24年度                 人 

6,266 

       千円 

4,333,190 

     千円 

249,446 

     千円 

588,239 

       ％ 

13.6 

               ％ 

17.6 

 
 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）  
  区 分   職員数  

      Ａ  
 給     与     費   一人当たり  

 給与費 B/A 
  (参 考 )類 似団 体 平均 
 一人当たり給与費 

 
 給  料   職員手当  期末･勤勉手当      計 Ｂ  

 24年度        人 

68 
    千円 

 250,426 

     千円 

30,153 

     千円 

92,027 

     千円 

372,606 

        千円 

5,480 

        千円 

5,560 

   （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。  
 ２ 職員数は、２４年４月１日現在の人数である。  

     ３ 平成２４年度は、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））はおりません。  
 
 (3) 特記事項 

 （給与減額の状況） 

国の要請等を踏まえた減額

措置の取組 

減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由 

実施 減額実施期間 H25.7.1～H26.3.31 

抑制済又は減額措置の内容 

（給料） 

   ・特別職について特例条例による平成25年4月1日以降の減額率に5%を上乗せし減額 

   ・行政職給料表適用職員について、1～2級で2.7％、3～5級で3.7％、6級で4.7％を減額 

   （他の給料表適用職員についても行政職に準じて減額） 

   ・平成25年7月1日より、平成23年人事院勧告に基づく給料表の引下げ改定を実施。 

   ・H25.4.1ラスパイレス指数104.1、参考値96.1、H25.7.1減額時点99.6 

（手当） 

   ・一般職について12月期末勤勉手当で5.37％を減額 

    

 

（その他）  
     ① 平成 14年 4月 1日から町長、副町長、教育長の給料月額を減額（Ｈ25年 4月 1日現在、町長 20％、 

       副町長10％、教育長 5％を減額） 

     ② 平成 19年度から 21年度まで、特別職、医師等を除く一般職の期末手当を年間 0.5 か月分減額 
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 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

                                  

 
 
 
 
 
 
   
 
  

 
   

 

 

 

 

 

 

  

 

 （注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国 

     の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適 

     用職員の俸給月額を100として計算した指数。 

    ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したも

      のである。 

    ３ 「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いと

      した場合の値である。 

 
 
 
２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況  
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２５年４月１日現在）  
    ①一般行政職                                                                            
  区 分   平 均 年 齢  平均給料月額   平均給与月額  平均給与月額  

(国比較ﾍﾞｰｽ) 
 

 金山町  43.2歳 323,500円 355,080円 346,760円 

 山形県  44.2歳 347,700円 429,300円 374,500円 

 国  43.1歳 307,220円 

(332,446円) 

      ― 376,257円 

(405,463円) 

  類似団体  42.7歳 313,430円 354,474円 337,554円 

                                                                                            
     

 

 

 

 



 3

  ②技能労務職   

区 分 

公 務 員 民   間 参考 

 

  平均年齢 職員数 平均給料月額  
平均給与月額 

（Ａ） 

平均給与月額  

(国比較ﾍﾞｰｽ) 

対応する民間 

の類似職種 
平均年齢 

平均給与月額 

（Ｂ） 
A/B 

 金山町  * 2人 * * * － － － － 
 うち運転手  * 2人 * * * 自動車運転手 52.4歳 247,800円 － 

 山形県  45.6歳 538人 331,000円 369,600円 351,400円 － － － － 

 国  49.9歳 3,272人 272,119円 

(286,850円) 

     － 309,534円 

(325,400円) 

－ － － － 

  類似団体  48.7歳 7人 272,863円 293,942円 284,438円 － － － － 

 

区 分 

参 考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員 

（Ｃ） 

民 間 

（Ｄ） 
Ｃ／Ｄ 

 
 金山町  * － － 

 うち運転手  * 3,512.8千円 － 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成 25 年 4 月 1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。 

   ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の

額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。 

     また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれ

ていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。 

   ３ 国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国比較ベース）」の括弧書きは、給与改定・

臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）である。 

   ４ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成22～ 24年の

３ヵ年平均） 

    ５ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではな

い。（公務員の技能労務職員については、臨時・非常勤等職員を除外する常勤職員であるが、民間データでは、「フルタイム労働

者、契約社員、アルバイト」などが含まれる。） 

   ６ 年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、

公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加

えた試算値である。 

    ７ 個人情報の保護の観点から、対象となる職員が 1 人又は２人の場合は個人情報が特定されるため、各項の欄をアスタリスク（*）

としている。数値のない欄については、ハイフン（－）としている。 

 
 (2) 職員の初任給の状況（２５年４月１日現在）  

区    分  金山町  山形県   国   

一般行政職  

大 学 卒  161,600円  172,200円  
163,987円 

(172,200円) 

高 校 卒  140,100円  140,100円  
133,418円 

(140,100円) 

技能労務職  
高 校 卒  139,000円  135,600円  －  
中 学 卒  134,500円  125,400円  －  

  （注）国家公務員における括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値 
    （減額前）である。 
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 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２５年４月１日現在）  
     区    分  経験年数 10年 経験年数 20年 経験年数 25年 経験年数 30年  

一般行政職  
 大 学 卒  240,600円 331,750円 380,800円 394,800円 

 高 校 卒  207,000円 297,400円 333,500円 380,800円 

技能労務職  
 高 校 卒  － － － － 

 中 学 卒  － － － － 

 
 
３ 一般行政職の級別職員数等の状況  
 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（２５年４月１日現在）  
 

区 分  標準的な職務内容  職員数  構成比  １号給の 
給料月額 

最高号給の 
給料月額 

 １ 級  主事・技師 
主事補・技師補 ４人  ６．９％  135,600円 243,700円 

 ２ 級  主事・技師 ９人  １５．５％  185,800円 309,200円 
 

 ３ 級  係長・主任・主任技師 ２２人  ３７．９％  222,900円 356,400円 

 ４ 級  係長  ０人  ０．０％  261,900円 390,100円 

 ５ 級  補佐 １３人  ２２．４％  289,200円 402,500円 

 ６ 級  課長 １０人  １７．３％  320,600円 424,600円 

  （注）１ 金山町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。  
        ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                                      
 

 

 

 

（注） 平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び  
５級をそれぞれ統合）  
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 (2) 昇給への勤務成績の反映状況  
 人事評価制度導入途中で、人事評価は昇給に反映させていない。 
 毎年１月１日現在において、所属長からの報告により各職員の前１年間の勤務成績を判定し、昇給の号給

数を決定している。 
 勤務成績に著しい不良（懲戒処分等）があった場合や顕著な功績があった場合は、所属長からの報告によ

り町長が判断して、昇給を抑制又は特別に昇給させる。 

 

 
 

４ 職員の手当の状況  
 (1) 期末手当・勤勉手当  

 金山町  山形県   国   
 １人当たり平均支給額（２４年度） 
        １，３９４千円  

１人当たり平均支給額（２４年度） 
        １，５３１千円  

 －  

 （２４年度支給割合） 

  期末手当      勤勉手当 

   ２．６０月分   １．３５月分 

 (１．４５)月分 (０．６５)月分 

（２４年度支給割合） 

  期末手当      勤勉手当 

   ２．５５月分    １．２０月分 

 (１．４０)月分 (０．６０)月分 

 （２４年度支給割合） 

  期末手当      勤勉手当 

   ２．６０月分    １．３５月分 

 (１．４５)月分 (０．６５)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

●役職加算 ５～１５％ 

 

 （加算措置の状況） 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

●役職加算 ５～２０％ 

●管理職加算 １５～２５％ 

 （加算措置の状況） 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

●役職加算 ５～２０％ 

●管理職加算 １０～２５％ 

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。  
 

  【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）   

  基準日（６月１日、１２月１日）前６ヶ月において、懲戒処分を受けた職員については、成績率に差を設けて手当

額を決定している。 
 

 
  
(2) 退職手当（２５年４月１日現在）                                              

 金山町  国   
 （支給率）       自己都合   勧奨・定年  
 勤 続 2 0 年      23.03月分  28.7875月分  
 勤 続 2 5 年         32.83月分   38.955月分  
 勤 続 3 5 年         46.55月分   55.86 月分  
 最高限度額        55.86月分   55.86 月分  
 その他の加算措置 早期退職特別措置（2～20％加算）  
 1人当たり平均支給額       １７，０７２千円  

  （支給率）       自己都合  勧奨・定年  
 勤 続 2 0 年      23.03月分  28.7875月分  
 勤 続 2 5 年         32.83月分   38.955月分  
 勤 続 3 5 年         46.55月分   55.86 月分  
 最高限度額        55.86月分   55.86 月分  
 その他の加算措置 早期退職特別措置（2～ 20％加算） 

－ 

 （注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、２４年度に退職した職員に支給された平均額である。   
 
 
(3) 地域手当  （２５年４月１日現在） 

  制度はありません 
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(4) 特殊勤務手当（２５年４月１日現在）  
 支給実績（２４年度決算）                       ３１，７３５千円  
 支給職員１人当たり平均支給年額（２４度決算）                   １，７６３，０５６円  
 職員全体に占める手当支給職員の割合（２４年度）                             １８．２％  
 手当の種類（手当数）  ５    

 手当の名称  主な支給 

対象職員  
主な支給 

対象業務  
支給実績 

(24年度決算) 

左記職員に対する 

支給単価  

危険作業手当  索道維持管理に従事した職員 索道維持管理 0千円 月額2,500円  
防疫等作業手当  防疫等作業に従事した職員 防疫等作業 0千円 日額300円  
夜間看護手当 看護職員 夜間の看護業務 4,015千円 １回5,500円 

研修手当 医師 医師の業務 14,400千円 月額400,000円 

医師手当 医師 医師の研修 13,320千円 
月額220,000円 

～420,000円 

 
 
 (5) 時間外勤務手当  

 支 給 実 績 （ ２ ４ 年 度 決 算 ） １１，２２６千円  
  職員１人当たりの平均支給年額（24年度決算） １３５千円 
 支 給 実 績 （ ２ ３ 年 度 決 算 ） １０，４６０千円  
  職員１人当たりの平均支給年額（23年度決算）  １１８千円  

 
 
(6) その他の手当（２５年４月１日現在）  
 

手 当 名  内容及び支給単価  
国の制度  
との異同  

国の制度と  
異なる内容  

支給実績  
（24年度決算）  

支給職員１人当たり  
平 均 支 給 年 額 

（24年度決算）  

 

 
扶 養 手 当 配偶者13,000円 それ以 

外6,500円～11,000円 
同  12,398千円 221,386円 

 

住 居 手 当 限度額27,000円 同  1,470千円 294,000円 

通 勤 手 当 

交通機関利用 

限度額55,000円 

交通用具利用 

限度額44,900円 

異 
交通用具使用

限度額、距離

区分 
4,153千円 79,857円 

管理職手当  28,000円～35,000円 異 金額 5,802千円 414,429円 

休日勤務手当  
祝日法による休日等勤 

した場合 
同  0千円 0円 

単身赴任手当  限度額45,000円 同  0千円 0円 

宿日直手当 
勤務一回  

20,000円～4,200円 
異 医師の宿直 7,164千円 2,388,000円 

管理職特別勤務手当 
勤務一回 

10,000円～4,000円 
同  0千円 0千円 

 寒冷地手当 月 7,360円～17,800円 同  6,828千円 68,966円  
 夜間勤務手当 １時間単価の25％ 同  2,902千円 207,270円  
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５ 特別職の報酬等の状況（２５年４月１日現在） 

 
 区     分   給 料 月 額 等  

  給  
 
 
 

 料  

 市 区 町 村 長  
 

 副 市 町 村 長  
 

教    育    長 

６５６，０００円  
（８２０，０００円）  

５５８，０００円  
（６２０，０００円）  

５４７，０００円  
（５７５，０００円）  

（参考）類似団体における最高／最低額  
８２６，５００円／３６４，５００円  

 
６３０，０００円／２６５，５００円  

 
        －     円／        －    円  

  報  
 
 
  酬  

 議     長  
 

 副  議  長  
 

 議     員  

３１０，０００円  
                            

２５０，０００円  
                            

２３０，０００円        

３２０，０００円／２００，０００円  
 

２８４，０００円／１６４，０００円  
 

２７０，０００円／１４５，１００円  

  期  
  末  
  手  
  当  

 市 区 町 村 長  
 副 市 町 村 長  

（２４年度支給割合）  
２．９月分  

 議     長  
 副  議  長  
 議     員  

（２４年度支給割合）  
２．９月分  

  退  
  職  
  手  
  当  

 市 区 町 村 長  
 副 市 町 村 長  

  （算定方式）            （１期の手当額） （支給時期） 

820,000円×在職月数×100分の56.7 22,317,120円 任期毎又は通算 

620,000円×在職月数×100分の33.1  9,850,560円 任期毎又は通算  
 備   考   

  (注)１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。  
    ２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期  

（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。  
 
 

６ 職員数の状況  
 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由         （各年４月１日現在）  
            区 分  

 部 門  
  職  員  数   対 前 年  

 増 減 数  
    主 な 増 減 理 由  

平成24年   平成25年  

普  
 

通  
 

会  
 

計  
 

部  
 

門  

  一  
  般  
  行  
  政  
  部  
  門  

議 会 
総務企画 
税 務 
労 働 
農 水 
商 工 
土 木 
民 生 
衛 生 

１ 
２０  

５ 
 

１０  
２ 
４ 
８ 
６ 

１ 
２１  

５ 
 
９ 
２ 
４ 
８ 
６ 

 
１ 
 
 

△１  
 
 
 
 

 
県への派遣職員の増 
 
 
臨時職員配置による減 
 
 

計  ５６ ５６     
 ＜参考＞  
   人口１万人当たり職員数 89.37人  
  （類似団体の人口１万人当たりの職員数 98.40人）  

教育部門  １２ １１  △１  退職者不補充 

小   計  ６８  ６７  △１  
 ＜参考＞  
   人口１万人当たり職員数 106.93人  
  （類似団体の人口１万人当たりの職員数 120.64人）  

 公  
 営  
 企会  
 業計  
 等部  
  門  

病 院 
水 道 
交 通 
下水道 
その他 

２５  
２ 
 
１ 
５ 

２３  
２ 
 
１ 
４ 

△２  
 
  
 

△１  

退職者不補充等 
 
 
 
退職者不補充 

  

小   計   ３３   ３０  △３   
 合  計  

１０１   
[１０５]  

９７  
[１０５]  

△４  
[０] 

 ＜参考＞  
    人口１万人当たり職員数 154.80人  

 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。  
    ２ [     ]内は、条例定数の合計である。  
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 (2) 年齢別職員構成の状況（２５年４月１日現在） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             
 
 
 
 
 

区 分 
20歳 

未満 

20歳 

～ 

23歳 

24歳 

～ 

27歳 

28歳 

～ 

31歳 

32歳 

～ 

35歳 

36歳 

～ 

39歳 

40歳 

～ 

43歳 

44歳 

～ 

47歳 

48歳 

～ 

51歳 

52歳 

～ 

55歳 

56歳 

～ 

59歳 

60歳 

 

以上 

計 

 

職員数 0人 3人 3人 11人 8人 10人 11人 9人 11人 12人 19人 0人 97人 

 
 
 (3) 職員数の推移 

（ 単位： 人・％ ） 

年度 

部門別 
20年 21年 22年 23年 24年 25年 

過去５年間 

の増減数（率） 

一般行政 57 58 58 56 56 56 △1(△ 1.8％) 

教育 14 13 12 13 12 11 △3(△21.4％) 

消防       ( ％) 

普通会計計 71 71 70 69 68 67 △4(△ 5.6％) 

公営企業等会計計 34 35 33 34 33 30 △4(△11.8％) 

総合計 105 106 103 103 101 97 △8(△ 7.6％) 

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 

２ 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。 
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７ 公営企業職員の状況  
 (1) 水道事業 

① 職員給与費の状況 

 ア 決算 

 区 分  総費用 

  

  Ａ 

純損益又は実 

質収支 

 職員給与費 

     

    Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

23年度の総費用に占 

める職員給与比率 

 

24年度       千円 

168,412 

       千円 

14,840 

     千円 

13,518 

      ％ 

8.0 

               ％ 

6.5 

（注）平成２４年度は、資本勘定支弁職員はおりません。  
 

  区 分  職員数 

      Ａ 

 給     与     費  一人当たり 

 給与費 B/A 

  (参考）市町村平均 

一人当たり給与費 

 

 給  料  職員手当  期末･勤勉手当     計 Ｂ 

 24年度       人 

2 

    千円 

 9,043 

     千円 

994 

     千円 

3,481 

     千円 

13,518 

        千円 

6,759 

        千円 

6,258 

   （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

 ２ 職員数は、２５年３月３１日現在の人数である。 

  

   イ  特記事項 

   （給与減額の状況） 

国の要請等を踏まえた減額

措置の取組 

減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由 

実施 減額実施期間 H25.7.1～H26.3.31 

抑制済又は減額措置の内容 

（給料） 

   ・行政職給料表適用職員について、1～2級で2.7％、3～5級で3.7％、6級で4.7％を減額 

   （他の給料表適用職員についても行政職に準じて減額） 

（手当） 

   ・一般職について12月期末勤勉手当で5.37％を減額    

 
  （その他）  
     ① 平成 19年度から 21年度まで、特別職、医師等を除く一般職の期末手当を年間 0.5 か月分減額 

 
 

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２５年４月１日現在） 

区   分 平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額 

金 山 町 45.0 歳 316,882 円 439,045 円 

団体平均 45.2 歳 353,532 円 520,694 円 

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 
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 ③ 職員の手当の状況 

  ア 期末手当・勤勉手当  
 金山町（水道事業）  金山町（普通会計ほか）  

 １人当たり平均支給額（２４年度） 
       １，７４１千円  

１人当たり平均支給額（２４年度） 
      １，３９４千円  

 （２４年度支給割合）  
   期末手当      勤勉手当  
   ２．６０月分    １．３５月分  
  (１．４５)月分  (０．６５)月分  

（２４年度支給割合）  
   期末手当      勤勉手当  
   ２．６０月分    １．３５月分  
  (１．４５)月分  (０．６５)月分  

（加算措置の状況）  
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

●役職加算 ５～１５％ 

（加算措置の状況）  
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

●役職加算 ５～１５％ 
 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。  
 

 

 イ 退職手当（２５年４月１日現在）                                             

金山町（水道事業）  金山町（普通会計ほか）   
 （支給率）       自己都合   勧奨・定年  
 勤 続 2 0 年      23.03月分  28.7875月分  
 勤 続 2 5 年         32.83月分   38.955月分  
 勤 続 3 5 年         46.55月分   55.86 月分  
 最高限度額        55.86月分   55.86 月分  
 その他の加算措置 早期退職特別措置（2～20％加算）  
 1人当たり平均支給額      退職者なし  

  （支給率）       自己都合   勧奨・定年  
 勤 続 2 0 年      23.03月分  28.7875月分  
 勤 続 2 5 年         32.83月分   38.955月分  
 勤 続 3 5 年         46.55月分   55.86 月分  
 最高限度額        55.86月分   55.86 月分  
 その他の加算措置 早期退職特別措置（2～ 20％加算） 

 1人当たり平均支給額     １７，０７２千円  

 （注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、２４年度に退職した職員に支給された平均額である。   
 

ウ 地域手当 （２５年４月１日現在） 

  制度はありません 

 

エ 特殊勤務手当（２５年４月１日現在）  
 支給実績（２４年度決算）  ９千円       
 支給職員１人当たり平均支給年額（２４度決算）  ４，３５０円       
 職員全体に占める手当支給職員の割合（２４年度）  １００．０％       
 手当の種類（手当数）                  １ 

 手当の名称  主な支給対象職員  主な支給 

対象業務  
支給実績 

(24年度決算) 

 

左記職員に対す 

る支給単価  

危険作業手当  塩素使用の作業に従事した職員 塩素使用作業 ９千円 日額300円  
 

 オ 時間外勤務手当  
 支 給 実 績 （ ２ ４ 年 度 決 算 ） ５５３千円 
  職員１人当たりの平均支給年額（24年度決算） ２７６千円 
 支 給 実 績 （ ２ ３ 年 度 決 算 ） ５０９千円 
  職員１人当たりの平均支給年額（23年度決算） ２５４千円 

 （注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 
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カ その他の手当（２５年４月１日現在）  
 

 手 当 名   内容及び支給単価  
一般行政 

職の制度 

との異動  

一般行政職の 

制度と異なる 

内容  

   支給実績  
（２４年度決算） 

支給職員１人当たり  
平 均 支 給 年 額 
（２４年度決算）  

 

 
扶 養 手 当 配偶者13,000円 それ以 

外6,500円～11,000円 
同  201千円 200,571円 

 

住 居 手 当 限度額27,000円 同  0千円 0円 

通 勤 手 当 

交通機関利用 

限度額55,000円 

交通用具利用 

限度額44,900円 

異 
交通用具使用

限度額、距離

区分 
0千円 0円 

管理職手当  22,000円～30,000円 異 金額 0千円 0円 

休日勤務手当  
祝日法による休日等勤 

した場合 
同  0千円 0円 

宿日直手当 
勤務一回  

20,000円～4,200円 
同  0千円 0円 

管理職特別勤務手当 
勤務一回 

10,000円～4,000円 
同  0千円 0円 

 寒冷地手当 月 7,360円～17,800円 同  140千円 70,000円  
 夜間勤務手当 １時間単価の25％ 同  0円 0円  
 


